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第１章　総則

１．趣旨および適用
この細則は、次の事務の細部取扱いを定めるものです。

イ．基本約定（担保差入金融機関等が日本銀行に対して「担保に関する約定書」を差入れている場合には「担保に関する基本約定」を、担保差入金融機関等が日本銀行に対して「担保に関する約定書（適格外国債券担保用）」を差入れている場合には「担保に関する基本約定（適格外国債券担保用）」をいいます。以下同じです。）にもとづく担保関係事務
ロ．「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」（以下「代行決済規則」といいます。）にもとづく担保関係事務における国債代行決済に関する事務
ハ．「振替社債等の担保差入に関する規則（振替社債等担保差入関係事務代行用）」（以下「代行用規則」といいます。）にもとづく担保関係事務における振替社債等担保差入関係事務

ただし、日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）を利用して行う事務の細部取扱いは、「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（担保関係事務）」（以下「担保利用細則」といいます。）に定めています。
また、イ．のうち、外貨建外国債券の担保受払に関する事務の細部取扱いは「適格外国債券担保に関する細則」に定めています。

担保差入先は自らが日銀ネットの利用先か否かの別等に応じて、次表右欄の規定および規程に定めるところに従ってください。


	
	オンライン担保差入先、
国債決済代行先および担保差入代行先（注１）
	非オンライン
担保差入先、国債決済代行先および担保差入代行先（注２）

	
	通常時
	障害時
	

	総　　　則
	第１章

	担 保 受 払
	担保利用細則
および第２章
	第３章、第４章（注３）および第４章の
２（注４）
	第３章（注３）

	
	外貨建証書貸付債権の担保受払
	担保利用細則、
第３章１．（６）
および２．（５）
	
	

	
	手形、電子記録債権、証書貸付債権の担保受戻
	担保利用細則
および第３章
２．（３）から（５）
	
	

	
	外貨建外国債券
	適格外国債券担保に関する細則

	
	住宅ローン債権
信託受益権の担保受払
	第３章１．（８）および２．（７）

	担保余裕額の管理
	担保利用細則
	──
	第５章（注５）

	適格担保に関する
審査等
	第６章

	その他
	第７章


（注１）オンライン担保差入先に代わって担保受払を行う国債決済代行先およびオンライン担保差入先に代わって振替社債等担保差入関係事務を行う担保差入代行先に限ります。
（注２）非オンライン担保差入先に代わって担保受払を行う国債決済代行先および非オンライン担保差入先に代わって振替社債等担保差入関係事務を行う担保差入代行先に限ります。
（注３）担保差入先が属する担保差入金融機関等が、日銀ネットを利用して担保受払を行うことが可能なオンライン担保差入先を有する場合には、当該オンライン担保差入先が、担保利用細則および第２章により、担保受払を行ってください。
（注４）担保差入代行口座管理機関に属するすべての担保差入代行先が日銀ネットの障害その他の事情により、日銀ネットにより、担保差入先に代わって振替社債等担保差入関係事務を行うことができない場合が該当します。
（注５）担保差入先が属する担保差入金融機関等が、他にオンライン担保差入先を有する場合には、当該オンライン担保差入先のうち担保出力指定店舗が、担保利用細則により、担保差入金融機関等全体として一元的な担保余裕額の管理を行ってください。


２．用語の定義
この細則で使用する用語の定義は、基本約定、代行決済規則、代行用規則、担保利用細則その他日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

（１）担保
基本約定に定める与信約定にもとづき日本銀行に提供する根担保をいいます。

（２）担保差入
日本銀行に担保の差入を行うことをいいます。

（３）担保受戻
日本銀行から担保の返戻を受けることをいいます。

（４）担保受入
日本銀行が担保の差入を受けることをいいます。

（５）担保返戻
日本銀行が担保の返戻を行うことをいいます。

（６）担保受払
担保差入および担保受戻または担保受入および担保返戻を行うことをいいます。

（７）担保差入金融機関等
基本約定に定める約定金融機関等をいいます。

（８）担保出力指定店舗
オンライン担保差入先のうち、担保差入金融機関等の指定により、担保関係事務に関する日本銀行からの通知を主に受領し、担保差入金融機関等の担保余裕額等を一元的に管理する先をいいます。

（９）担保交付指定店舗
オンライン担保差入先を有しない金融機関等に属する非オンライン担保差入先のうち、担保差入金融機関等の指定により、担保関係事務に関する日本銀行からの通知を主に受領し、担保差入金融機関等の担保余裕額等を一元的に管理する先をいいます。

（１０）取引主要店
金融機関等の本店等の所在地を業務区域とする日本銀行本支店をいいます。

（１１）担保管理店
担保出力指定店舗または担保交付指定店舗を業務区域に有する日本銀行本支店をいいます。

（１２）担保取引店
担保差入先または国債決済代行先を業務区域に有する日本銀行本支店をいいます。

（１３）担保受入店
担保差入先から担保として手形、電子記録債権または証書貸付債権を受入れている日本銀行本支店をいいます。

（１４）密接関係企業債務
実質的な支配力または影響力に照らして担保差入金融機関等と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業（以下「密接関係企業」といいます。）および不動産投資法人の債務ならびに当該企業が保証する債務（日本銀行がその保証がなくても適格と認めるものを除きます。）ならびに資産担保債券、資産担保短期債券（資産の流動化に関する法律第２条第８項に定める特定短期社債および日本銀行がこれに準ずると認める債券をいいます。）および資産担保コマーシャル・ペーパーのうちその償還等の原資となる金銭等を生じる資産の債務者に密接関係企業を含むものおよび密接関係企業による信用補完が存在するもの（日本銀行が密接関係企業の債務または信用補完がなくても償還等が確実であると認めるものを除きます。）をいいます。

（１５）シンジケート・ローン
複数の貸付人が共通の契約書にもとづき単一の借入人に対して行う貸付をいいます。


（１６）シンジケート・ローン債権
シンジケート・ローンにおける各貸付人の貸付債権をいいます。

（１７）登記事項証明書等
「動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（以下「動産・債権譲渡特例法」といいます。）に定める登記事項証明書または登記事項概要証明書をいいます。

（１８）機構システム
短期社債振替システム（株式会社証券保管振替機構（以下「機構」といいます。）が運営する短期社債等（機構が社債、株式等の振替に関する法律に基づき定める社債等に関する業務規程に定める「短期社債等」をいいます。以下同じです。）の振替等を行うためのオンラインシステムをいいます。）および一般債振替システム（機構が運営する振替社債等（基本約定に定める振替社債等をいいます。以下同じです。）のうち短期社債等以外のものの振替等を行うためのオンラインシステムをいいます。）をいいます。

（１９）政府借入金入札システム
政府資金調達事務取扱規則に定める借入金等の電子情報処理組織をいいます。

（２０）削除

（２１）定時償還債
発行要項に定められた利払期日において、該当する銘柄のすべての残高に対して一定割合が等しく償還される債券をいいます。

（２２）一部繰上償還債
発行者が定める任意の時点において、該当する銘柄のすべての残高に対して一定割合が等しく償還される債券をいいます。

（２３）定時償還支払日
振替社債等の定時償還日をいいます。ただし、定時償還日が銀行休業日に当たる場合には、発行要項に定める定時償還が行われる日（定時償還日の前営業日または翌営業日）をいいます。

（２４）一部繰上償還支払日
振替社債等の一部繰上償還日をいいます。ただし、一部繰上償還日が銀行休業日に当たる場合には、発行要項に定める一部繰上償還が行われる日（一部繰上償還日の前営業日または翌営業日）をいいます。

（２５）ファクター
定時償還債または一部繰上償還債について、機構が振替社債等の実質社債残高を機構システム上管理するために用いる数値をいいます。

（２６）記録事項証明書
電子記録債権の内容が証明できる書面をいいます。

（２７）譲渡記録証明書
日本銀行への電子記録債権の譲渡記録が行われたことが確認できる書面をいいます。

（２８）添付契約書
電子記録債権の記録時に電磁的記録として添付された契約書を印刷した書面をいいます。

（２９）参加金融機関
電子債権記録機関が電子債権記録業の一部を委託する者をいいます。

（３０）請求代行者
電子債権記録機関への記録請求にかかる業務を代行する者として電子債権記録機関が定めた者をいいます。

（３１）比較対象公募地方債
　　地方公共団体を債務者とする電子記録債権または地方公共団体に対する証書貸付債権が担保として適格であることを確認するために用いる、公募債である地方債であって、当該電子記録債権または当該証書貸付債権の貸付の実行年月と発行年月が同じであり、かつ、当該貸付の最終返済期日が属する年月と償還年月が同じであるもの（ただし、発行価格が９９円４０銭以上１００円６０銭以下のものに限ります。）をいいます。


（３２）セカンダリー玉
担保差入先が属する担保差入金融機関等が譲渡を受けた政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権（電子証書貸付債権を含みます。）または政府保証付証書貸付債権のうち、シンジケート・ローン債権以外のものをいいます。なお、「証書貸付債権」には、特に断りのない限り、セカンダリー玉を含みます。

（３３）電子証書貸付債権
証書貸付債権証書が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいいます。以下同じです。）をもって作成され、当該電磁的記録に電子署名が行われている政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権をいいます。なお、「証書貸付債権」には、特に断りのない限り、電子証書貸付債権を含みます。

３．担保差入金融機関等の担保関係事務の取扱いに関する手続等

（１）担保に関する事務の開始に関する手続
担保差入金融機関等は、基本約定第４条第１項により、担保出力指定店舗または担保交付指定店舗等を「担保関係事務の取扱に関する届出書」（第１号書式、以下「届出書」といいます。）により取引主要店に届出てください。
届出書の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。

（２）担保に関する事務を廃止する場合または届出内容を変更する場合
担保差入金融機関等は、担保に関する事務を廃止する場合または担保関係事務の取扱いについて届出内容を変更する場合には、届出書により取引主要店に届出てください。
届出書の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。


４．担保差入先を設定するための手続等

（１）担保差入先を設定する場合
担保差入金融機関等は、担保差入先を設定する場合には、基本約定第４条第１項により、その名称等を届出書により取引主要店に届出てください。なお、担保差入金融機関等は一以上の与信取引先を担保差入先として設定する必要があります。
担保差入先は、担保関係事務の担当部署および連絡先等を「事務連絡部署届」（注）により担保取引店に日本銀行業務オンライン（以下「業務オンライン」といいます。）により届出てください。
届出書の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。

（注）「事務連絡部署届」の書式は、「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則（共通事務）」（日本銀行ホームページ（「業務上の事務連絡」－「日銀ネット関連」－「諸規程・マニュアル類」－「利用細則」）に掲載しています。）第１号書式を使用してください。

（２）担保差入先を廃止する場合または届出内容を変更する場合
担保差入金融機関等は、担保差入先を廃止する場合または担保差入先にかかる届出内容を変更する場合には、届出書により取引主要店に届出てください。
担保差入先は、「事務連絡部署届」により届出た内容を変更する場合には、変更後の同届を担保取引店に届出てください。
届出書の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。


５．国債決済代行先を設定するための手続等

（１）国債決済代行先を設定する場合
イ．届出書等の提出
担保差入金融機関等は、担保差入先について、国債決済代行先を設定する場合には、代行決済規則第４条第１項により、その名称等を届出書により取引主要店に届出てください。届出書には、担保差入金融機関等および国債決済代行先とする金融機関等店舗の属する金融機関等のそれぞれの代表者の記名なつ印または署名が必要です。
届出書の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。
なお、国債決済代行先は、次の要件を充たす必要がありますので、担保差入金融機関等は、予め、その旨を確認してください。
（イ）国債決済代行先とする金融機関等店舗の属する金融機関等が国債振替決済制度の参加者であること
（ロ）国債決済代行先とする金融機関等店舗がオンライン担保差入先であること

ロ．特約書の提出
担保差入金融機関等は、取引主要店の指示に従い、「担保関係事務における国債代行決済に関する特約書」を提出してください（注）。担保差入金融機関等および国債決済代行者のそれぞれの代表者の記名なつ印または署名が必要です。
（注）担保差入金融機関等が既に担保差入先について国債決済代行先を設定している場合において、設定しようとする国債決済代行先の属する国債決済代行者について、別の国債決済代行先を設定するために特約書を既に提出済であるときは、再度提出は不要です。

（２）国債決済代行先を解除する場合
担保差入金融機関等は、担保差入先について設定した国債決済代行先を解除する場合には、届出書により取引主要店に届出てください。届出書には、担保差入金融機関等および国債決済代行者のそれぞれの代表者の記名なつ印または署名が必要です。
届出書の記入方法および提出場所は［参考１］のとおりです。


（３）国債決済代行先を変更する場合
担保差入金融機関等は、担保差入先について設定した国債決済代行先を変更する場合には、変更前の国債決済代行先の解除のための手続および変更後の国債決済代行先の設定のための手続を併せて行います。


６．担保の目的物毎の取扱開始手続等
振替社債等、手形、電子記録債権、証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を含みます。）または住宅ローン債権信託受益権の担保差入を開始する場合の取扱いは、次のとおりとします。この場合において、新たに担保に関する事務を開始するときは、３．（１）に定める届出を併せて行う必要があります。

（１）振替社債等の担保差入を行うための手続等
イ．振替社債等の担保差入を自ら行う場合
  担保差入先が振替社債等の担保差入を自ら行うことを希望する場合には、予め、担保差入先の属する担保差入金融機関等から、「機構加入者コード登録等依頼書」（第２号書式）、「特約書」等の書類を提出して頂く必要がありますので、担保差入金融機関等の取引主要店に対し、日本銀行における事務対応期間を踏まえ、担保差入までに余裕を持って連絡してください。
担保差入金融機関等は、「機構加入者コード登録等依頼書」の内容に変更（同コードの抹消を含みます。）がある場合には、その旨を取引主要店に遅滞なく連絡してください。
なお、担保差入金融機関等は、機構加入者コードの全部または一部を削除する場合には、予め、日本銀行に対し、当該抹消を行う同コードに紐付く担保として差入れているすべての振替社債等の返戻を依頼してください。
「機構加入者コード登録等依頼書」の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。

ロ．担保差入代行先を通じて振替社債等の担保差入を行う場合
担保差入先が担保差入代行先を通じて振替社債等の担保差入を行うことを希望する場合には、予め、担保差入先の属する担保差入金融機関等から、「機構加入者コード登録等依頼書」、「特約書（振替社債等担保差入関係事務代行用）」等の書類を提出して頂く必要があります。「特約書（振替社債等担保差入関係事務代行用）」には、担保差入金融機関等および担保差入代行口座管理機関のそれぞれの代表者の記名なつ印または署名が必要ですので、担保差入金融機関等の取引主要店に対し、日本銀行における事務対応期間を踏まえ、担保差入までに余裕を持って連絡してください。また、担保差入代行口座管理機関からも「委任状」等の書類を提出して頂く必要がありますので、担保差入代行口座管理機関に対し、担保差入代行口座管理機関の取引主要店にも連絡するよう指示してください。
担保差入金融機関等は、「機構加入者コード登録等依頼書」の内容に変更（同コードの抹消を含みます。）がある場合には、その旨を取引主要店に遅滞なく連絡してください。この場合、担保差入代行口座管理機関からも、機構から交付された機構加入者コードに関する通知の写の書類を提出して頂くことがありますので、担保差入代行口座管理機関に対し、担保差入代行口座管理機関の取引主要店に連絡するよう指示してください。
なお、担保差入金融機関等は、機構加入者コードの全部または一部を削除する場合には、予め、日本銀行に対し、当該抹消を行う同コードに紐付く担保として差入れているすべての振替社債等の返戻を依頼してください。
「機構加入者コード登録等依頼書」の記入方法および提出場所等は［参考１］のとおりです。

（２）手形の担保差入を行うための手続
担保差入先が手形（手形類似電子記録債権を除きます。）の担保差入を行うことを希望する場合には、３．（１）において所要の届出が必要となります。

（３）電子記録債権の担保差入を行うための手続
担保差入金融機関等が電子記録債権の担保差入を行うことを希望する場合には、予め、「特約書」等の書類を提出して頂く必要がありますので、取引主要店に対し、日本銀行における事務対応期間を踏まえ、担保差入までに余裕を持って連絡してください。

（４）証書貸付債権の担保差入を行うための手続
担保差入金融機関等が証書貸付債権（手形類似電子記録債権以外の電子記録債権を除きます。）の担保差入を行うことを希望する場合には、予め、「特約書」等の書類を提出して頂く必要がありますので、取引主要店に対し、日本銀行における事務対応期間を踏まえ、担保差入までに余裕を持って連絡してください。

（５）住宅ローン債権信託受益権の担保差入を行うための手続
担保差入金融機関等が住宅ローン債権信託受益権の担保差入を行うことを希望する場合には、予め、「特約書」、「住宅ローン債権信託基本契約書」（日本銀行の店名の印が押印されたものに限ります。以下同じです。）等の書類を提出頂く必要がありますので、取引主要店に対し、日本銀行における事務対応期間を踏まえ、担保差入までに余裕を持って連絡してください。
「特約書」および「住宅ローン債権信託基本契約書」には、担保差入金融機関等および受託者（担保差入金融機関等から住宅ローン債権を受託する金融機関等をいいます。以下同じです。）のそれぞれの代表者の記名なつ印または署名が必要です。
また、受託者からも、受託者の代表者および代理者の印鑑または署名鑑の届出、受託者にかかる代理者についての権限に関する「証」を提出して頂く必要がある場合もありますので、受託者に対し、受託者の取引主要店に連絡するよう指示してください。


７．担保目的物
担保関係事務は、担保の目的物を次のイ．からト．までに区分して行います。この区分を「担保目的物区分」といいます。
なお、分割償還債（パス・スルー債等、元本の分割償還が行われることがある債券をいいます。以下同じです。）についてはロ．、電子記録債権についてはハ．またはニ．の区分としてのみ担保差入を行うことができます。

イ．振決国債
ロ．振替社債等
ハ．邦貨手形（手形または手形類似電子記録債権をいいます。以下７．において同じです。）
ニ．証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を除き、手形類似電子記録債権以外の電子記録債権を含みます。以下７．において同じです。）
ホ．外貨建証書貸付債権
ヘ．外貨建外国債券
ト．住宅ローン債権信託受益権


担保目的物区分毎に、担保差入を行うことができる債券、手形、電子記録債権、証書貸付債権または住宅ローン債権信託受益権は次表のとおりです。

	担保目的物区分
	担保差入を行うことができるもの

	振決国債
	次のａ．およびｂ．をすべて充たすものに限ります。
ａ．国債（個人向け国債を除き、変動利付国債、分離国債および物価連動国債を含みます。）または国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）であること
ｂ．担保差入金融機関等またはその国債決済代行者の次の参加者口座の種別および口座区分に記載または記録されているものであること
①担保差入先が自ら担保差入の申出を行う場合
原則として担保差入金融機関等の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の自己口Ｉ、参加者分別口１～９（種別コード「７１」～「７９」）の自己口Ⅰまたは特別課税口（種別コード「２１」）の自己口Ⅲに記載または記録されているものであること
②国債決済代行先が担保差入の申出を行う場合
国債決済代行者の参加者口座の種別名なしの種別（種別コード「００」）の預り口に記載または記録されているものであること

	振替社債等
	次のａ．からｃ．までをすべて充たすものに限ります。
ａ．日本銀行が担保として適格と認める債券であること
ｂ．分割償還債である場合には、定時償還債または一部繰上償還債であること
ｃ．担保差入先が自ら担保差入の申出を行う場合には機構システムにおける当該担保差入先が属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口に、また、担保差入代行先を通じて担保差入の申出を行う場合には担保差入代行口座管理機関における担保差入先が属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口に記録されているものであること

	邦貨手形
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	証書貸付債権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	外貨建
証書貸付債権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	外貨建外国債券
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります。

	住宅ローン債権
信託受益権
	日本銀行が担保として適格と認めるものに限ります（注）。


（注）担保差入金融機関等毎に日本銀行が適格と認める住宅ローン債権信託受益権は、日本銀行が特に必要と認める場合を除き、１つに限ります。

個別の債券（振決国債を除きます。）、手形、電子記録債権または証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を含みます。）の担保差入の可否については、「担保等適格確認書」（第３号書式）により、日本銀行に照会してください。また、日本銀行が担保として適格と認めるもののうち、上記イ．からト．までの区分に該当しないものを担保として差入れることを希望する場合には、日本銀行本店に照会し、日本銀行からの個別の指示に従ってください。

８．果実の取扱い
基本約定第１４条第１号から第６号までにより、担保差入金融機関等が日本銀行に差入れている担保の果実を受領する場合の取扱いは、担保の種類に応じて、次のとおりとします。

（１）振決国債の利子
担保差入金融機関等または国債決済代行者のうち、担保差入金融機関等から「振決国債担保利払先金融機関等」として指定された金融機関等が受領します。

（２）振替社債等の利子
担保差入先が担保差入を自ら行うか否かの別に応じ、次のとおり取扱います。
イ．担保差入先が担保差入を自ら行う場合
担保差入金融機関等が受領します。
ロ．担保差入代行先を通じて担保差入を行う場合
担保差入金融機関等に代わって、担保差入代行口座管理機関が受領します。

（３）電子記録債権の利息
「電子記録債権の担保差入に関する規則」により取扱います。

（４）証書貸付債権（外貨建証書貸付債権を含みます。）の利息
「証書貸付債権担保差入に関する規則」により取扱います。

（５）外貨建外国債券の利息
「適格外国債券担保に関する細則」により取扱います。

（６）住宅ローン債権信託受益権の信託収益
「住宅ローン債権信託受益権の担保差入に関する規則」により取扱います。


９．日本銀行との間で書面を授受する方法
「日本銀行業務オンラインによる授受対象の業務系統書面一覧表」に定められた対象業務を担保関連とする書面については、この細則において、特段の授受方法を定めていない場合においても、業務オンラインにより日本銀行との間で授受を行います（当該一覧表中、備考欄において業務オンラインにより授受する条件が付されている書面については、当該条件に該当するものに限ります。）。
業務オンラインによる授受を行わない書面について、この細則において、特段の授受方法を定めず、単に「送信」と定めている場合には、日本銀行との間で日銀ネットにより授受を行います。
なお、担保種別毎に授受方法が異なる書面や日本銀行との間での授受方法が複数存在する書面などについては、授受方法を明確にする観点から、この細則において、具体的な授受方法を規定しています。
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